
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成１９年４月１日現在の人数である。

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２０年４月１日現在）

　　　　

歳 円 歳 円

（2) 職員の初任給の状況（平成２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 円 －

円 円 －

円 円 －

※県の初任給は特例減額措置を受けた後の額です。

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２０年４月１日現在）

（注）１　石垣市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

（１９年度支給割合） （19年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　勤勉手当

 月分 0  月分  月分  月分

（加算措置の状況） 有 （加算措置の状況） 有

（2) 退職手当（平成２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前特別措置　２％～２０％ その他の加算措置 定年前特別措置　２％～２０％

（退職時特別昇給　　勧奨退職４号給～８号給 ) （退職時特別昇給 　なし )

１人当たり平均支給額　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成19年度に退職した職員に支給された平均額である。
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（6) その他の手当（平成２０年４月１日現在）

配偶者 １３，０００円

子等 ６，５００円

借り受け 最高２７，０００円

所有 ２，５００円

（新築・購入の日から５年間）

５　特別職の報酬等の状況（平成２０年４月１日現在）

区分

市長 円

副市長 円

議長 円

副議長 円

議員 円

※市長、副市長はについては、給料月額をそれぞれ10％減額中です。

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人

人）

人

人）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

0
業務増、欠員補充
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平成20年
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53
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―
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２２年 １７年～20年 （参考）
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２１年
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事務の統廃合・縮小
下水道 9 0

31 △ 2

53
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4145

28
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事務の統廃合・縮小、事務の民間委託

人口1,000人当たり職員数 　　

8.01（類似団体の人口1,000人当たり職員数
△ 2

期末手当の支給割合

650,000
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動車等を利用している職員
に支給

１６歳から２２歳の子１人につ
き５，０００円の加算あり

住居を借り受け、又は所有
している職員に支給されま
す。

456,000

6月期　1.60月分　12月期1.75月分
計3.35月分（加算措置無）
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に達した日以後の最初の３
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６０歳以上の父母等）のい
る職員に支給されます。

区分

810,000

給料月額等

6月期　1.60月分　12月期1.75月分
計3.35月分（加算措置無）
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